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６．成果の要約 

  前年の幼穂形成期のリモートセンシングデータを利用した可変施肥機能付乗用田植機による可 

変基肥施肥は、地力差によるほ場内の生育のばらつきを改善し、収量の平準化や倒伏軽減に有効 

であると考えられた。 

 

７．目 的 

  水稲経営の大規模化を踏まえた作業省力化や、品質の安定、均一化は喫緊の課題とな

っていることから、リモートセンシングデータ等を活用した可変施肥機能 (乗用田植機) 

を用い、省力かつ精度の高い施肥による栽培技術の開発を検討する。  

  前年の幼穂形成期におけるリモートセンシングデータに基づき、可変施肥機能付乗用

田植機による試験を行い、当該可変施肥による収量・品質等の高位平準化に向けた検討

を行う。 

 

８．主要成果の概要及び考察 

（１）幼穂形成期のリモートセンシングにおいて、可変区は慣行区に比べ、特に「 NDVI」と

「NDVI×植被率」で、ばらつきが小さくなる傾向が認められた(表 1)。 

（２）中間生育の「茎数（本／㎡）」について、慣行区のみ有意差が認められ、「茎数（本

／㎡）」及び「葉色（SPAD）」は可変区のばらつきがやや小さくなった。また、試験区

1、4(少窒素土壌)で比べると可変区が多くなった（表 2）。 

（３）成熟期の「穂数（本／㎡）」について、慣行区のみ有意差が認められ、ばらつきが小

さくなった。また、試験区 1、4(少窒素土壌)で比べると可変区が多くなった（表 3）。 

（４）本年は台風による強風（瞬間最大風速 36.8m/s）があり、可変区は慣行区より、特に

試験区 3、6（多窒素土壌）において倒伏程度が低くなった（表 3）。 

（５）各収量構成要素について、両区とも有意差は認められず、「㎡当籾数」、「登熟歩合」

において、可変区のばらつきが小さくなった。また、㎡当籾数を試験区 1、4(少窒素土

壌)で比べると可変区が多くなった（表 4）。 

（６）収量について、両区とも有意差は認められず、可変区のばらつきが小さくなった。ま

た、試験区 1、4（少窒素土壌）において、可変区は一定の収量が保たれたものの、慣行

区は大きく低下した（表 4）。 

（７）品質については、登熟期間の高温障害や台風の影響により、農産物検査において両区 

とも全て規格外となった(表 4)。 

（８）可変施肥機能付乗用田植機の基肥散布精度について、設定窒素量（設定幅：標準比±

30%）に対する実測値で高い精度が確認された（表 5）。 

（９）可変基肥により大きな増収効果は認められなかったものの、地力の低いところへ適切

に調整された施肥が行われたことで有効茎数が確保され、生育のばらつきを改善して全

体的な収量平準化につながった。また、地力の高いところについても、適切な施肥調整

により倒伏軽減に有効であったと考えられた。 

 

９．問題点と次年度の計画 

  リモートセンシングデータを利用した可変基肥施肥については、品種や栽培条件の違い

による試験データを蓄積、解析することで、さらに高精度で安定した運用が可能になると

考える。なお、本試験については本年度で終了となる。 

 



１０．主なデータ 

表 1 幼穂形成期のリモートセンシング 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

※ 変動係数= 標準偏差/平均値 

 

  表 2 中間生育                      表 3 成熟期                                             

※ 分散分析：*、**はそれぞれ 5%、1%水準で有意差有り、n.s.は有意差が無いことを示す。   

 

  表 4 収量、各収量構成要素、品質等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 分散分析：*、**はそれぞれ 5%、1%水準で有意差有り、n.s.は有意差が無いことを示す。 

 

 表 5 可変基肥設定幅と散布精度 

 

 


